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　令和４年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　業務の予定量は、次のとおりとする。

　(１) 2,239,000  ㎥
　(２) 6,134  ㎥
　(３)

275,570 千円
299,200 千円

　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款　下 水 道 事 業 収 益 1,002,570  千円

257,908  千円
744,660  千円

2  千円

　第１款　下 水 道 事 業 費 用 991,829  千円

　　第１項 926,466  千円
　　第２項 63,252  千円
　　第３項 111  千円
　　第４項 2,000  千円

勘定留保資金 50,796千円で補てんするものとする。)。

　第１款　資 本 的 収 入 756,421  千円

332,200  千円
144,855  千円
7,741  千円

265,190  千円
6,434  千円

1  千円

　第１款　資 本 的 支 出 1,103,435  千円

613,195  千円
489,240  千円
1,000  千円

出額に対し不足する額 347,014千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収
支調整額 42,896千円、過年度分損益勘定留保資金 253,322千円、当年度分損益

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支

（資本的収入及び支出）

第４条

予 備 費

　　　　支　　　出

　　第３項

処理場改築更新工事委託費

特 別 損 失
営 業 外 費 用
営 業 費 用

特 別 利 益
営 業 外 収 益
営 業 収 益

　　　　収　　　入

国 庫 補 助 金

企 業 債
第 ２ 項

第 ４ 項

他 会 計 出 資 金

第 １ 項

第 ６ 項 固定資産売却代金

第 ３ 項

第 ５ 項 負 担 金 等

第 １ 項

他会計負担金及び補助金

建 設 改 良 費
第 ２ 項
第 ３ 項

　　　　支　　　出

予 備 費
企 業 債 償 還 金

議案第７号

令和４年度　羽生市下水道事業会計予算

（総則）

第１条

第２条

第３条

（業務の予定量）

（収益的収入及び支出）

　　　　収　　　入

　　第２項
　　第１項

管 渠 整 備 費
主 要 な 建 設 改 良 事 業
１ 日 平 均 有 収 水 量
年 間 有 収 水 量
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　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　(１)
　(２)
　(３)

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又は
それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　(１) 43,450  千円

（他会計からの補助金）

令和４年２月２２日　提出

埼玉県羽生市長 河　田　晃　明

償還の方法起債の方法
　年3.0% 以内（ただ
し、利率見直し方式で
借り入れる政府資金及
び地方公共団体金融機
構資金について、利率
の見直しを行った後に
おいては、当該見直し
後の利率）

（企業債）

千円332,200
普通貸借又
は証券発行

借入先の融資条件による。
ただし、財政その他の都合により
繰上償還し、又は償還年限を短縮
若しくは低利債に借り替えること
ができる。

利　　　率

第５条

（一時借入金）

第７条

公共下水道事業

限 度 額起債の目的

第６条

営 業 費 用
営 業 外 費 用

第８条

職 員 給 与 費

特 別 損 失

第９条 公共下水道事業の経営の安定を図るため一般会計からこの会計へ補助を受ける
金額は、 239,030千円である。
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（消費税及び地方消費税込み、単位：千円）

下 水 道
使 用 料

そ の 他
営 業 収 益

受 取 利 息
及 び 配 当 金

消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

固 定 資 産
売 却 益

過 年 度
損 益 修 正 益

1

4 国 庫 補 助 金

1

3 特 別 利 益

242,795長期前受金戻入

3 他会計補助金 94,174

7 15,001

1

3

2

2 1

1

令和４年度　　羽生市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　　入

383,536

257,908

1 256,605

手数料2 1,303

備　　　　考

1 下水道事業収益 1,002,570

予　定　額

2 他会計負担金

2 営業 外 収益 744,660

款 項 目

1 営 業 収 益

下水道使用料

9,150

預金利息

5 長期前受金戻入

6 雑 収 益
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（消費税及び地方消費税込み、単位：千円）

管渠等維持管理
諸経費

ポンプ場維持管理
諸経費

処理場維持管理
諸経費

下水道事業運営総括的
経費

支 払 利 息

及 び 企 業 債

取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

固 定 資 産
売 却 損

過 年 度
損 益 修 正 損

2

2 営業 外 費用

2 雑 支 出

1

991,829

5 職 員 給 与 費

1 営 業 費 用

213,032

4

6

3

15,658

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

47,540

33,956

1

予 備 費4

下水道事業費用

3 特 別 損 失

1

過年度還付金

1

支　　　　　　　　　出

款 目 予　定　額 備　　　　考

7

3

項

6,343

926,466

1

1

2

63,250 企業債利息

1

606,285減 価 償 却 費

予 備 費1 2,000

職員給与費

63,252

固定資産減価償却費

資 産 減 耗 費 3,652 固定資産除却費

111

2,000

110
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（消費税及び地方消費税込み、単位：千円）

他会計負担金
及 び 補 助 金

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

3

資本的 収入

款

他会計出資金

756,421

1 企 業 債

項

2 他会計補助金

4 国庫 補 助金

6,433

2 他会計出資金

収　　　　　　　　　入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

目

1

7,740

1

1 分 担 金

265,1901 国 庫 補 助 金

5 負 担 金 等 6,434

144,855

144,855

332,200

一般会計負担金

管渠布設等事業債

予　定　額

1

1

一般会計補助金

1

265,190

6

1

備　　　　考

7,741

2 負 担 金

1

他会計負担金

1 企 業 債 332,200

一般会計出資金

1
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（消費税及び地方消費税込み、単位：千円）

ス ト ッ ク マ ネ ジ メ ン ト 計 画 に

基づく処理場改築更新工事委託費

1,000

489,240

299,200

3 予 備 費 1,000

1,103,435

3 職 員 給 与 費 9,494

1 予 備 費

款

建設 改 良費

管 渠 費

企業債償還金

2

企業債償還元金

2

1

項

1 資本的 支出

予　定　額 備　　　　考目

1 企業債償還金

4 固定資産購入費

489,240

613,195

1 304,500

職員給与費

1

処 理 場 費

管渠布設工事請負費等

支　　　　　　　　　出
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（消費税及び地方消費税抜き、単位：千円）

0

606,285

3,652

貸倒引当金の増減額（△は減少） 90

賞与引当金及び法定福利費引当金の増減額（△は減少） 34

長期前受金戻入 △ 242,795

△ 1

支払利息 63,250

未収金の増減額（△は増加） △ 39,751

未払金の増減額（△は減少） △ 23

前払金の増減額（△は増加） 111,600

前受金の増減額（△は減少） 0

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

0

502,341

1

利息の支払額 △ 63,250

業務活動によるキャッシュ・フロー 439,092

△ 822,840

375,173

0

5,850

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 441,817

479,700

7,741

144,855

△ 489,240

143,056

140,331

130,300

270,631

他会計負担金等による収入

他会計からの出資による収入

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

減価償却費

その他流動負債の増減額（△は減少）

受取利息（△）

国庫補助金等による収入

受益者負担金による収入

資産減耗費

令和４年度　羽生市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

(令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで)

当年度純利益

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

小計

利息の受取額

有形固定資産の取得による支出
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（１） 総　　括  ( 消費税及び地方消費税込み、単位 ： 千円 ）

退

退

退

＊（　）は再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員に係る数値の外書です。

　ア　会計年度任用職員以外の職員

退

退

退

＊（　）は再任用短時間勤務職員に係る数値の外書です。

区分 扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当

△ 336 △ 310

1,320 500 8,707

前年度 756 1,358 239 336 9,017

職

員

手

当

の

内

訳 比　較

△ 318

34,386
7,065

2,755

比

較
人 △ 106 207 △ 584 △ 483

人

人

10

0
（ 0 ）

5

（ 0 ）

0

前

年

度

人 142 20,518 13,726

区
分

職　　員　　数 給          与          費

報酬 給料 職員手当 計

20,725 13,142 33,903

特別職

人10
5

（ 0 ）本

年

度

人 36

207 △ 584 △ 483
△ 318

△ 756
0 45

比

較
0 人

（ 0 ）
人 △ 106

20,518 13,726 34,386
7,065

44,206
5 2,755

前

年

度

10 人
（ 0 ）

人 142

20,725 13,142 33,903
6,747

43,450
5

本

年

度

10 人
（ 0 ）

人 36

区
分

職　　員　　数 給          与          費 法    定
福 利 費

合   計
特別職 報酬 給料 職員手当 計一般職

本年度

前年度

比　較

職

員

手

当

の

内

訳

1,014 1,385 216 0 1,320

区分 扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当
手 当

8,707

0

258 27 △ 23 △ 336 0

756 1,358 239 336 1,320

6,747
43,450

2,800

△ 756
45

44,206

管 理 職 時間外勤務 期 末 手 当
勤 勉 手 当

一般職

手 当 手 当

給 与 費 明 細 書

法    定
福 利 費

合   計

△ 200

1,320 700

△ 200 △ 310

2,800

700 9,017

住 居 手 当
管 理 職 時間外勤務 期 末 手 当

勤 勉 手 当手 当

500

△ 23

本年度 1,014 1,385 216 0

258 27
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　イ　会計年度任用職員

退

退

退

＊（　）はパートタイム会計年度任用職員に係る数値の外書です。

（２） 報酬、給料及び職員手当の増減額の内訳

平均昇給率　0.99%

本年度 5 人
前年度 5 人
増　減 0 人

 その他の増減分 △ 106

報 酬 △ 106

0

手 当

本年度 0 0 0 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0

期 末 手 当
勤 勉 手 当手 当

0

職

員

手

当

の

内

訳

区分

0

0

比　較 0 0 0 0 0 0

管 理 職 時間外勤務

区
分

給          与          費 法    定
福 利 費

合   計
報酬 給料

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳 説 明 備 考

0

前

年

度

（ 0 ）
人 0 0 0 0

本

年

度

（ 0 ）
人 0 0 0 0

計
職　　員　　数

0
0

0 0

0
0 0

職員手当

 制度改正に伴う
 増減分

207給 料

異動等に伴う分

 職員数の状況

期末手当の改正

比

較
0

0 0

（ 0 ）
人 0 0 0 0

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当

0

下水道事業審議会会
議回数減少に伴う分

異動等に伴う分 その他の増減分

職員手当 △ 584

△ 274

△ 310

 制度改正に伴う
 増減分

 その他の増減分

 制度改正に伴う
 増減分

 給与改定に伴う
 増減分

 昇給に伴う増加分

－

－

－

3

204
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（３） 給料及び職員手当の状況

ア　職員一人当り給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

人 ％ 人 ％ 人 ％

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

人 ％ ％ 人 ％

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

( － ) ( ) ( － ) ( ) ( － ) ( )

* （  ）は再任用短時間勤務職員に係る数値の外書です。

40.0

技 能 労 務 職

構 成 比 級 職員数

－

－

－

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職

令和4年1月1日現在

平均給料月額　（円） －

平均給与月額　（円） －

平 均 年 齢 　（歳）

構 成 比

行 政 職

級 職員数

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平 均 年 齢 　（歳）

２級
－ －

２級

－

－

－

－

338,600

403,322

45歳 11月

2 －

大 学 卒 188,700

令和3年1月1日現在

区 分 行　政　職　（円）

高 校 卒 154,900

区 分
級 職員数 構 成 比

－

－－

－

 令和４年

 １月１日現在

１級
－

５級
－

計
－

１級

－ －
６級

－ －

－

2 40.0

－

４級
－

計
－

３級

－

－

７級

1 20.0

３級

5 100.0

－ －

－

 令和３年

 １月１日現在

１級

４級
－

計

－
６級

５級
－ －

－ －

２級

３級
－

－

７級

－

2 40.0

－

2 40.0

100.0

－ － －

１級

5

1 20.0

計

－

－

－ －

－

２級

－

－ －

－

－

341,940

407,656

46歳 11月

－

－

－
３級

－ －

－

－
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（級別の基準となる職務）

　エ　昇給

職　員　数

昇給に係る職員数

2 号給

4 号給

6 号給

8 号給

号給

比　　率 ／

職　員　数

昇給に係る職員数

2 号給

4 号給

6 号給

8 号給

号給

比　　率 ／

5

（人）

（人）

（Ａ）（％） 100.0 100.0

７ 級

課 長 部 長

参 事 次 長

代 表 的 な 職 種

主 事 補 主 事
主 任

係 長 課長補佐

技 師 補 技 師 主 査 副 参 事

６ 級

行 政 職

３ 級 ４ 級 ５ 級区 分 １ 級 ２ 級

技能労務職

5 5

区　　　　　　分 合　計

本
　
年
　
度

（Ｂ）（人） 5

（人） 1 1

（人）

行 政 職

（Ａ）（人）

（Ｂ）

（人） 4 4

号 給 数 別 内 訳

（Ａ）（人） 5 5

（Ｂ）（人） 5 5

（人）
前
　
年
　
度

1 1

（人） 4 4

（Ａ）（％） 100.0

（人）

100.0

（人）

（人）

（Ｂ）

号 給 数 別 内 訳
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　オ　期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

* （  ）は再任用短時間勤務職員に係る数値の外書です。

　カ　定年退職に係る退職手当

区 分

支 給 期 別 支 給 率
支給率等

2.150 4.300
本 年 度

2.150

備 考

（月分）

有

職制上の段階、

６ 月

（月分） （月分） よ る 加 算 措 置

１２ 月 職 務 の 級 等 に

区 分

33.27075 47.709 なし

20 年 勤 続 25 年 勤 続 35 年 勤 続 最 高 限 度 そ の 他 の

加 算 措 置 等の者（月分）

24.586875

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

備 考

支 給 率 等 47.709

有前 年 度

の者（月分）

2.225 2.225 4.450

（月分）の者（月分）

事　　　　　　　項

羽生市公共下水道
根幹的施設の改築
更 新 工 事 委 託

限 度 額

1,225,000

前 年 度 末 ま で の

支払義務発生（見込）額

期　　間 金　　額

令和３年度 182,800

（消費税及び地方消費税込み、単位：千円）

期　　間

令和４年度から
令和６年度まで

金　　額

1,042,200

左 の 財 源 内 訳

企業債 その他

当 該 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 予 定 額

555,785

国　庫
補助金

486,415 -
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(消費税及び地方消費税抜き、単位：千円)

215,732

201 215,933

13,698

5,132

180,372

11,492

34,569

604,510 849,773

△ 633,840

350,553

113,383

3,000

237,860

32 704,830

12 70,976 633,854

14

0

0 0

0

14

0 14 △ 14

0 0 0

0

106

0

106

(2) 雑 支 出

４　営　業　外　費　用

(1) 70,964
支 払 利 息 及 び

当年度未処分利益剰余金

当 年 度 純 利 益

(1)

(3)

過年度損益修正益

６　特　別　損　失

(2) 過年度損益修正損

経 常 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

７　予　備　費

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

予 備 費(1)

(1)

(6) 雑 収 益

(5) 長期前受金戻入

(2) 他 会 計 負 担 金

(3) 他 会 計 補 助 金

(4) 国 庫 補 助 金

令和３年度　　羽生市下水道事業会計予定損益計算書（前年度分）
(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)

営 業 利 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

その他営業収益

(3)

１　営　業　収　益

職 員 給 与 費

(1) 下 水 道 使 用 料

減 価 償 却 費(6)

２　営　業　費　用

(2)

(1)

その他特別損失

固定資産売却損

2

固定資産売却益

企業債取扱諸費

(2)

５　特　別　利　益

３　営　業　外　収　益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

(4)

(2)

総 係 費

(5)

(1)
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(消費税及び地方消費税抜き、単位：千円)

イ 1,103,001 1,103,001

ロ 956,862

94,143 862,719

ハ 10,821,452

799,065 10,022,387

ニ 2,004,943

318,897 1,686,046

ホ 757

568 189

ヘ 3,067

736 2,331

ト 46,925 46,925

13,723,598

13,723,598

イ 130,300 130,300

イ 50,477

ロ 1

ハ 0

△ 331 50,147

イ 111,600 111,600

292,047

14,015,645

機 械 及 び 装 置

令和３年度　　羽生市下水道事業会計予定貸借対照表（前年度分）
(令和４年３月３１日)

資　　　産　　　の　　　部

１　固　定　資　産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

現 金 ・ 預 金

減価償却累計額

車 輌 運 搬 具

減価償却累計額

工具、器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固 定 資 産合計

固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

(1) 現 金 ・ 預 金

(2) 未 収 金

営 業 未 収 金

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

(3) 前 払 金

工 事 前 払 金
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イ
4,389,359 4,389,359

4,389,359

イ
489,240 489,240

イ 20,935
ロ 0
ハ 0 20,935

イ 3,022
ロ 571 3,593

イ 100 100
513,868

5,300,858
△ 476,208

繰延収益合計 4,824,650
負 債 合 計 9,727,877

イ 3,578,279
ロ 294,021
ハ 0 3,872,300

3,872,300

イ 336,606
ロ 0
ハ 0
ニ 78,756

415,362

106

106

415,468

4,287,768

14,015,645

３　固　定　負　債

負　　　債　　　の　　　部

そ の 他 未 払 金

(1) 企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債
(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

(2) 未 払 金
営 業 未 払 金
営 業 外 未 払 金

６　資　本　金

(3) 引 当 金
賞 与 引 当 金
法定福利費引当金

流 動 負 債 合 計

５　繰　延　収　益
(1) 長 期 前 受 金
(2) 長期前受金収益化累計額

資　　　本　　　の　　　部

(4) その他流動負債
その他流動負債

受贈財産評価額

(1) 資 本 金
固 有 資 本 金
繰 入 資 本 金
組 入 資 本 金
資 本 金 合 計

７　剰　余　金
(1) 資 本 剰 余 金

国庫県費補助金
工 事 負 担 金 等

他 会 計 補 助 金
資本剰余金合計

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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注記（前年度分）

 Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　　建物　　　　　　　　８～50年
　　　　構築物　　　　　　　10～50年
　　　　機械及び装置　　　　６～20年
　　　　車輛運搬具　　　　　４～７年
　　　　工具、器具及び備品　２～20年　　

２　引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

職員の退職手当については、毎事業年度支払う一定の負担金のみを公営企業が負担して
おり、積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担は、全て一般会計が負担することと

　　なっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

　　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

　　支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。　

（４）貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率等に基づき、回収不能見積額を
　　計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 Ⅱ　その他の注記

１　固定資産帳簿価額については、資産取得時から法適用の日の前日までに減価償却が行われ
　てきたものとみなし、取得価格から減価償却累計額相当額を控除して算定している。

２　令和３年度における一般会計繰入金に関する使途は、次のとおりである。
（１）収益的収入他会計負担金３５０，５５３千円及び他会計補助金１１３，３８３千円につい
　ては、次に掲げる費用に充当する。
　ア　減価償却費６０４，５１０千円から長期前受金戻入２３７，８６０千円を控除した金額
　　３６６，６５０千円
　イ　支払利息７０，９６４千円
　ウ　職員給与費２６，３２２千円
（２）資本的収入他会計出資金１５０，４８７千円については、次に掲げる費用に充当する。
　ア　建設改良費に含まれる職員給与費９，５８３千円
　イ　減価償却費に対する先行的な資金として受入１４０，９０４千円
（３）資本的収入他会計負担金８，０８９千円については、企業債償還金に全額充当する。
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(消費税及び地方消費税抜き、単位：千円)

イ 1,103,001 1,103,001

ロ 956,862

141,216 815,646

ハ 11,207,411

1,203,394 10,004,017

ニ 2,488,749

473,526 2,015,223

ホ 757

598 159

ヘ 3,067

960 2,107

ト 0 0

13,940,153

13,940,153

イ 270,631 270,631

イ 86,980

ロ 1

ハ 0

△ 241 86,740

357,371

14,297,524

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

営 業 外 未 収 金

そ の 他 未 収 金

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

現 金 ・ 預 金

(2)

有形固 定 資 産合計

建 設 仮 勘 定

減価償却累計額

車 輌 運 搬 具

令和４年度　　羽生市下水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）
(令和５年３月３１日)

資　　　産　　　の　　　部

１　固　定　資　産

減価償却累計額

(1) 有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

工具、器具及び備品

減価償却累計額

２　流　動　資　産

(1) 現 金 ・ 預 金

未 収 金

営 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金
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イ
4,390,736 4,390,736

4,390,736

イ
478,323 478,323

イ 20,912
ロ 0
ハ 0 20,912

イ 3,050
ロ 577 3,627

イ 100 100
502,962

5,690,206
△ 719,003

繰延収益合計 4,971,203
負 債 合 計 9,864,901

イ 3,578,279
ロ 438,876
ハ 0 4,017,155

4,017,155

イ 336,606
ロ 0
ハ 0
ニ 78,756

415,362

106

106

415,468

4,432,623

14,297,524負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

７　剰　余　金
(1) 資 本 剰 余 金

受贈財産評価額

(2)

他 会 計 補 助 金

イ

工 事 負 担 金 等

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

国庫県費補助金

資本剰余金合計

当 年 度 未 処 分

利益剰余金合計

資　　　本　　　の　　　部

５　繰　延　収　益

(3) 引 当 金
賞 与 引 当 金

(1)

法定福利費引当金
(4) その他流動負債

その他流動負債

資 本 合 計

６　資　本　金
(1) 資 本 金

固 有 資 本 金
繰 入 資 本 金
組 入 資 本 金

負　　　債　　　の　　　部

４　流　動　負　債

(2)
長 期 前 受 金
長期前受金収益化累計額

営 業 未 払 金

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

営 業 外 未 払 金

流 動 負 債 合 計

そ の 他 未 払 金

剰 余 金 合 計

(1) 企 業 債

未 払 金(2)

固 定 負 債 合 計

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

３　固　定　負　債
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注記（当年度分）

 Ⅰ　重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
　　・減価償却の方法　　定額法による。
　　・主な耐用年数
　　　　建物　　　　　　　　８～50年
　　　　構築物　　　　　　　10～50年
　　　　機械及び装置　　　　６～20年
　　　　車輛運搬具　　　　　４～７年
　　　　工具、器具及び備品　２～20年　　

２　引当金の計上方法
（１）退職給付引当金

職員の退職手当については、毎事業年度支払う一定の負担金のみを公営企業が負担して
おり、積立金の不足等に応じて発生する追加的な負担は、全て一般会計が負担することと

　　なっているため、退職給付引当金は計上していない。

（２）賞与引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

　　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金
職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

　　支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。　

（４）貸倒引当金
　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率等に基づき、回収不能見積額を
　　計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

 Ⅱ　その他の注記

１　固定資産帳簿価額については、資産取得時から法適用の日の前日までに減価償却が行われ
　てきたものとみなし、取得価格から減価償却累計額相当額を控除して算定している。

２　令和４年度における一般会計繰入金に関する使途は、次のとおりである。
（１）収益的収入他会計負担金３８３，５３６千円及び他会計補助金９４，１７４千円につい
　ては、次に掲げる費用に充当する。
　ア　減価償却費６０６，２８５千円から長期前受金戻入２４２，７９５千円を控除した金額
　　３６３，４９０千円
　イ　支払利息６３，２５０千円
　ウ　職員給与費３３，９５６千円
　エ　その他経費１７，０１４千円
（２）資本的収入他会計出資金１４４，８５５千円については、次に掲げる費用に充当する。
　ア　建設改良費に含まれる職員給与費９，４９４千円
　イ　減価償却費に対する先行的な資金として受入１３５，３６１千円
（３）資本的収入他会計負担金７，７４０千円及び他会計補助金１千円については、企業債償還
　金に全額充当する。
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1 1,002,570 974,823 27,747

1 営 業 収 益 257,908 240,131 17,777

1 下 水 道 使用料 256,605 239,988 16,617

2 その他営業収益 1,303 143 1,160

2 営 業 外 収 益 744,660 734,690 9,970

受 取 利 息
及 び 配 当 金

2 他 会 計 負担金 383,536 274,919 108,617

3 他 会 計 補助金 94,174 123,856 △ 29,682

4 国 庫 補 助 金 9,150 0 9,150

5 長期前受金戻入 242,795 325,910 △ 83,115

6 雑 収 益 3 3 0

消費税及び地方
消 費 税 還付金

令和４年度　　羽生市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

比　　　　較
前　 年 　度

予 　定 　額

本　 年　 度
款　　　　項 目

予　 定 　額

下水道事業収益

1 1 1 0

7 5,00010,00115,001

－　20　－



下 水 道 使 用 料 256,605 下水道使用料

手 数 料 1,303 排水設備工事指定店指定手数料等

預 金 利 息 1 預金利息

一般会計 負 担金 383,536 一般会計負担金

一般会計 補 助金 94,174 一般会計補助金

社会資本整備総合交付金

（通常、防災・安全）

長期前受 金 戻入 242,795 長期前受金戻入

そ の 他 雑 収 益 3 コピー代

消費税及 び 地方
消 費 税 還 付 金

説　　　　　　　　　　　　　　　明

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

節

区　　　　分 金　　　額

消費税及び地方消費税還付金

消費税及び地方消費税還付加算金

15,000

1
15,001

9,150
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3 特 別 利 益 2 2 0

1 固定資産売却益 1 1 0

過 年 度 損 益
修 正 益

01 12

款　　　　項 目
本　 年　 度 前　 年 　度

比　　　　較
予　 定 　額 予 　定 　額

－　22　－



固定資産 売 却益 1 固定資産売却益

過 年 度 損 益
修 正 益

1 過年度損益修正益

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

節
説　　　　　　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　　額
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1 991,829 957,613 34,216

1 営 業 費 用 926,466 883,454 43,012

1 管 渠 費 47,540 10,353 37,187

2 ポ ン プ 場 費 6,343 6,138 205

3 処 理 場 費 213,032 215,014 △ 1,982

前　 年 　度
比　　　　較

支　　　　　　　　出

目款　　　　項

下水道事業費用

予 　定 　額予　 定 　額

本　 年　 度
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備 消 品 費 50 消耗品費

汚水管渠等調査業務委託料 6,930

マンホール蓋交換修繕見積委託料 2,200

取付桝等修繕 190

舗装復旧修繕 800

汚水管渠補修修繕 34,870

その他修繕 2,500

燃 料 費 58 軽油代

水道料 14

電気料 1,672

委 託 料 4,587 中継ポンプ場運転管理業務委託料

保 険 料 12 建物損害保険料

備 消 品 費 230 消火器

軽油 15

重油 766

プロパンガス 73

水道料 502

電気料 29,250

通 信 運 搬 費 167 電話料

水質浄化センター運転管理業務委託料 120,224

水質及び産業廃棄物分析等業務委託料 644

脱水汚泥収集運搬業務委託料 17,985

脱水汚泥処分業務委託料 22,475

汚泥処理棟耐震診断業務委託料 11,700

修 繕 費 3,300 緊急対応等修繕

材 料 費 110 工事用材料費

負 担 金 5,396 土地改良区排水負担金

保 険 料 195 建物損害保険料

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

委 託 料 9,130

説　　　　　　　　　　　　　　　明
区　　　　分

光 熱 水 費 29,752

委 託 料

修 繕 費 38,360

燃 料 費 854

節

金　　　額

光 熱 水 費 1,686

173,028
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4 総 係 費 15,658 12,328 3,330

5 職 員 給 与 費 33,956 34,623 △ 667

款　　　　項 目
本　 年　 度 前　 年 　度

比　　　　較
予　 定 　額 予 　定 　額
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旅 費 39 普通旅費

コピー・プリント代金 147

その他備消品費 188

燃 料 費 276 ガソリン代

印 刷 製 本 費 88 マンホールカード増刷費

郵便料 97

電話料 391

テレビ受信料 15

地方公営企業会計システム使用料 1,980

総合行政システム使用料 227

下水道使用料徴収業務委託料 5,232

地方公営企業法会計支援業務委託料 1,980

水道料金システム保守業務委託料 117

公営企業会計システム保守業務委託料 264

下水道使用料改定に伴うシステム改修業務委託料 1,980

下水道事業固定資産整理支援業務委託料 957

スズメ蜂駆除手数料 15

車検手数料 18

ＥＢサービス手数料 168

賃 借 料 77 電算機器借上料

修 繕 費 110 公用車整備代

交 付 金 181 受益者負担金一括納付交付金

土地改良区負担金（区費分） 370

日本下水道協会等負担金 131

大沼工業団地連絡協議会等負担金 41

補 助 金 24 水洗便所改造資金利子補給金

賠償責任保険料 105

自動車損害保険料 71

自動車重量税 34

収入印紙 4

貸倒引当 金 繰入 331 貸倒引当金繰入額

報 酬 36 下水道事業審議会委員報酬　１０人

給 料 16,023 職員給　４人

備 消 品 費 335

手 数 料 201

通 信 運 搬 費 488

使 用 料 2,222

保 険 料

金　　　額

176

負 担 金 542

委 託 料 10,530

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

節
説　　　　　　　　　　　　　　　明

区　　　　分

公 課 費 38
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6 減 価 償 却 費 606,285 604,998 1,287

7 資 産 減 耗 費 3,652 0 3,652

2 営 業 外 費 用 63,252 71,614 △ 8,362

支 払 利 息及び
企業債取扱諸費

2 雑 支 出 1 1 0

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 111 545 △ 434

1 固定資産売却損 1 1 0

　 　 　 　

2 過年度損益修正損 110 544 △ 434

　 　 　 　

本　 年　 度 前　 年 　度
款　　　　項 目 比　　　　較

予　 定 　額 予 　定 　額

3 1 1 0

1 △ 8,36271,61263,250
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扶養手当 1,014

地域手当 1,081

通勤手当 186

管理職手当 960

時間外勤務手当 500

期末手当 2,550

勤勉手当 1,926

期末手当 1,290

勤勉手当 975

共済組合負担金 4,768

公務員災害補償負担金 55

法定福利費引当金
繰 入 額

負 担 金 2,165 退職手当負担金

建物減価償却費 47,072

構築物減価償却費 404,328

機械及び装置減価償却費 154,629

車輌運搬具減価償却費 32

工具、器具及び備品減価償却費 224

固定資産 除 却費 3,652 固定資産除却費

企 業 債 利 息 63,250 企業債利息

そ の 他 雑 支 出 1 その他雑支出

消費税及び地方消費税 1 消費税及び地方消費税

固定資産 売 却損 1 固定資産売却損

過年度損益修正損 110 過年度下水道使用料還付金

606,285
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

4,823

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

節

区　　　　分 金　　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明

賞与引当金繰入額 2,265

法 定 福 利 費

手 当 8,217

共済組合負担金427
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4 予 備 費 2,000 2,000 0

1 予 備 費 2,000 2,000 0

　 　 　 　

款　　　　項 目 比　　　　較
予　 定 　額

本　 年　 度 前　 年 　度

予 　定 　額

－　30　－



予 備 費 2,000 予備費

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

金　　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明

区　　　　分

節
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1 756,421 704,645 51,776

1 企 業 債 332,200 301,500 30,700

1 企 業 債 332,200 301,500 30,700

2 他会計出資金 144,855 212,647 △ 67,792

1 他 会 計 出資金 144,855 212,647 △ 67,792

他会計負担金
及 び 補 助 金

1 他 会 計 負担金 7,740 8,089 △ 349

2 他 会 計 補助金 1 1 0

4 国 庫 補 助 金 265,190 176,700 88,490

1 国 庫 補 助 金 265,190 176,700 88,490

5 負 担 金 等 6,434 5,707 727

1 分 担 金 1 1 0

2 負 担 金 6,433 5,706 727

固 定 資 産
売 却 代 金

固 定 資 産
売 却 代 金

1

1

0

0

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　　入

款　　　　項 目
本　 年　 度

予 　定 　額

資 本 的 収 入

比　　　　較

1

予　 定 　額

6

前　 年 　度

11

3 7,741 8,090 △ 349
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企 業 債 332,200 建設改良債

一般会計 出 資金 144,855

一般会計 負 担金 7,740

一般会計 補 助金 1

社会資本整備総合交付金

（通常、防災・安全）

下 水 道 区 域 外
流 入 分 担 金

下水道受益者負担金 6,433

固定資産売却代金 1 固定資産売却代金

1

265,190

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

節
説　　　　　　　　　　　　　　　明

金　　　額区　　　　分
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1 1,103,435 983,733 119,702

1 建 設 改 良 費 613,195 493,675 119,520

1 管 渠 費 304,500 301,291 3,209

2 処 理 場 費 299,200 182,800 116,400

3 職 員 給 与 費 9,494 9,583 △ 89

4 固定資産購入費 1 1 0

支　　　　　　　　出

予 　定 　額

本　 年　 度 前　 年 　度
款　　　　項

資 本 的 支 出

比　　　　較目
予　 定 　額
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28,600

330

271,700

2,000

1,870

委 託 料 299,200

給 料 4,702 職員給　１人

地域手当 304

通勤手当 30

管理職手当 360

期末手当 731

勤勉手当 579

期末手当 366

勤勉手当 290

共済組合負担金 1,356

15

法定福利費引当金

繰 入 額

負 担 金 635

固定資産 購 入費 1

656

2,004手 当

工 事 請 負 費

共済組合負担金

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

説　　　　　　　　　　　　　　　明
金　　　額区　　　　分

節

退職手当負担金

固定資産購入費

法 定 福 利 費

275,570

126

マンホール浮上防止工事請負費

羽生第１枝線管渠布設工事請負費

公務員災害補償負担金

ＳＭ計画に基づく処理場改築更新工事委託料

賞与引当金繰入額

1,371

委 託 料 28,930
管渠布設工事実施設計業務委託料

マンホール浮上防止実施設計業務委託料

取付管等設置工事請負費
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2 企業債償還金 489,240 489,058 182

1 企 業 債 償還金 489,240 489,058 182

3 予 備 費 1,000 1,000 0

1 予 備 費 1,000 1,000 0

予 　定 　額

本　 年　 度

予　 定 　額
款　　　　項 目

前　 年 　度
比　　　　較
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企 業 債 償 還 金 489,240

予 備 費 1,000 予備費

企業債償還元金

区　　　　分 金　　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明

(消費税及び地方消費税込み、単位：千円)

節
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